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地方税の偏在是正について
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東京一極集中について

東京一極集中が続き行政サービスの地域間格差が顕在化する中、拡大しつつある地方公共団体間の税収の偏在や

財政力格差の状況について原因・課題の分析を進め、税源の偏在性が小さく税収が安定的な地方税体系の構築に向

けて取り組む。

経済財政運営と改革の基本方針2025（R7.6.13 閣議決定）（抄）

本県が考える東京一極集中についての問題意識

○ 日本のどこに住んでも標準的なサー

ビスを受けることができることが我が

国の特徴。

○ 東京都は、豊かな財政力を背景に、

子ども医療費・教育費の無償化などの

サービスを実施。

○ このような施策を展開できない自治

体との行政サービスの格差が生じ、東

京一極集中に拍車がかかる。

②住民サービスの提供

○ 近年、大規模災害が頻発し、

いつどこで災害が発生しても

おかしくない状況。

○ こうした災害や新型コロナ

のような感染症に備え、首都

機能の分散や首都代替拠点の

整備を進める必要がある。

③大規模災害への対応

偏在性が小さく安定的な地方税体系の構築が必要

１

○ 東京都は首都として政府機

関や企業・大学・優秀な人材

が集積。

○ 一方、その都市機能の維持

に必要な人材の育成、エネル

ギー、水、食料は地方が供給。

○ 地方を置き去りにして東京

都だけの発展は考えられない。

①日本全体の発展



○ 東京都の人口１人当たり一般財源は全国平均とほぼ同水準であるが、標準

的な財政需要（基準財政需要額）への充当割合が非常に低いため、留保財源

と財源超過額により都独自の施策を実施できる。

１人当たり一般財源について

・東京都HP 令和７年度「東京都普通交付税の算定結果について」
・総務省HP 「基準財政需要額及び基準財政収入額の内訳」
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基準財政需要額対応分

留保財源（＋財源超過額）
東京都の１人当たり留保財源(＋財源超過額)は、
全国平均の３．５倍。

87千円

※ １人当たり一般財源は東京都と同様の方法で算定。
※ 地方税＋交付税＝基準財政需要額＋留保財源（＋財源超過額）であるため、１人当たり一般財源から１人当たり基準財政需要額（道府県分）を控除して１人当たり留保財源（＋財源超過額）を算出。

２

１人当たり一般財源の内訳
（単位：千円）



○ 標準的な行政や施設を維持するために必要とされる基準財政需要額を１人

当たりで試算すると、ほぼ全ての費目で東京都は全国平均を下回る。

○ 狭い面積に人口が集中している東京都は、標準的な行政サービスの提供に

必要なコストが相対的に小さい。

行政コストの比較

・総務省 「地方交付税等関係係数資料（Ⅰ）」

１人当たり基準財政需要額の比較

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

総務費 厚生労働費 農林水産費 商工費 土木費 警察費 教育費 公債費 包括算定経費 その他

東京都

全国平均

福岡県

[１人当たり 総額]

東京都 ： 150,975 円
全 国 ： 201,569 円
福岡県 ： 168,785 円

３

（単位：円）



○ 一方で、１人当たりの実歳出は多くの費目で東京都が全国平均を上回る。

○ 都は地方債の発行抑制を行っており公債費は平均を大きく下回るが、適正

な世代間負担がなされていないという点は議論があると考える。

○ 基準財政需要額との差は、東京都128,510円、全国平均55,270円と２倍以

上であり、都は独自施策に多額の経費を充当している。

歳出の状況

・総務省 「地方財政状況調査」
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※東京都の歳出額には、特別区財政調整交付金 1,209,549百万円を含まない
※東京都の歳出額には、都が徴収した市町村税相当額（1,259,570百万円）を充当する事業費を含まない（各費目の歳出割合で按分し控除）

[１人当たり 総額]

東京都 ： 279,485 円 （128,510円）
全 国 ： 256,839 円 （ 55,270円）
福岡県 ： 218,228 円 （ 49,443円）

※括弧内は、1人当たり基準財政需要額との差額

４

（単位：円）

2.3倍

１人当たり歳出（費目別）の比較（一般財源等充当額ベース）



○ 都道府県で唯一の不交付団体である東京都の財源超過額はここ数年大きく

増加しており、Ｒ７年度は約２兆円に達している。

○ また、東京都は９年間で９千億円超という行財政改革を実施している。

これだけの改革が可能ということは、削減できない標準的な行政サービスに

要する歳出が相対的に少なく、見直し可能な経費が多いことを示している。

東京都の財源超過額、行財政改革について

・東京都HP「普通交付税の算定結果について」
・総務省 「地方財政状況調査」

行財政改革による財源確保額東京都の財源超過額の推移
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東京都の財源超過額は、新型コロナの影響により減少
したが、それ以降大きく増加している。

（単位：億円）

５

※ 財源確保額は該当年度の改革による効果額のみを計上
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○ 地方が育てた若い人材が東京都へ流出し、首都圏経済を下支え。

○ さらに、東京都は、潤沢な財源を背景に独自の施策を実施することにより、

人口の東京一極集中にも拍車をかけている。

人口の流出と行政サービス格差

・総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」※全国平均は東京都を除く。 ・総務省「住民基本台帳人口移動報告」
・総務省 第６回地方税制のあり方に関する検討会 資料２
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人口の状況

0～14歳 15～64歳 65歳以上

東京都 ▲ 0.8％ 0.8％ ▲ 0.1％

福岡県 ▲ 0.9％ ▲ 0.3％ 1.2％

全国平均 ▲ 1.2％ ▲ 0.3％ 1.5％

福岡県から東京都への人口移動 東京都の独自事業について

本県で東京都並みの行政サービスを実施す
る場合、1,055億円の追加の財源が必要。

東京都の事業
東京都
R7予算額

福岡県
所要額

018サポート 1,227億円 ５０８億円

私立高等学校
特別奨学金補助

643億円 １０４億円

公立学校給食費
負担軽減事業

251億円 ６０億円

保育料等無償化 763億円 １３６億円

医療費助成事業 176億円 １３１億円

水道料金基本料金
無償臨時特別措置

368億円 １１６億円

計 3,428億円 1,055億円

R1→R7人口シェア伸び率

東京都の生産年齢人口のシェア・伸び率は、
どちらも全国平均より高い。

R7.1.1人口シェア
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効果

偏在是正 偏在是正

効果

偏在是正

○ これまで、地方法人課税における偏在是正を行ってきたものの、直近でも

東京都と最小県の格差はある。

地方税の偏在の状況

・総務省「地方財政状況調査」
・税収（地方消費税清算後）は超過課税及び法定外税を除いたものに偏在是正措置の譲与税を含めたもの
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法人二税（譲与税含む）

偏在是正後の人口１人当たり税収額の推移 最大(東京)/最小の倍率

地方税（譲与税含む）

地方税（譲与税含む）

法人二税（譲与税含む）



福岡県においても、偏在是正による効果等

により、様々な独自施策の実現につながって

いる。

[令和７年度の独自事業例]

○ 第３子以降の保育料の無償化

○ 県立高校体育館等へのエアコン設置

〇 ＣＩＣ福岡と連携したスタートアップ支援

〇 超集積半導体の産業化の推進

〇 農業の企業型経営体への転換支援 など

○ 地方法人課税の偏在是正により、県独自の新たな施策が実現可能となる。

○ 特別法人事業税は、地方法人課税の税収を県内総生産の分布と概ね合致さ

せるよう導入されたが、直近ではまだ乖離がある状況。

偏在是正措置の効果

・第６回地方税制のあり方に関する検討会（資料３）
・内閣府「県民経済計算」県内総生産（名目）から一般政府部門を控除したもの。H29年度～R3年度の5年平均。

地方法人課税の税収は、地域における付加価値の総計である県内総生産の分布状況と比較して、大都市部に集中している

状況にあり、都市・地方を通じた安定的な地方税財政基盤を構築するため、これら構造的な課題への対処が求められている。

以上の観点から、地域間の財政力格差拡大、経済社会構造の変化等に対応し、都市と地方が支え合い、共に持続可能な形

で発展していくため、地方法人課税における税源の偏在を是正する新たな措置を講ずる。

平成31年度税制改正大綱（抜粋）
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更なる偏在是正
措置が必要

偏在是正効果地方法人二税（譲与税除く）

東京都の税収シェアの推移

８



○ 小売販売額におけるインターネット販売や、コンビニなどのフランチャイ

ズ事業は、人口や店舗数と比較しても東京都に税収が集中しており、受益と

負担の関係が一致していない。

法人の事業活動の変化

・総務省統計局「経済センサス・活動調査」
・コンビニ各社HP 都道府県別店舗数

インターネット販売の状況

９

大手通販
等企業

東京都
分割基準

Ａ社 80.0％

Ｂ社 57.9％

Ｃ社 25.6％

Ｄ社 61.8％

Ｅ社 50.4％

○ 東京都の人口構成比で
ある約１１％を大きく上
回る分割基準で配分され
ている。
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コンビニエンスストアの状況
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小売販売額における
インターネット販売額の推移

（単位：億円）

大手通販等企業における
地方法人課税の分割基準

○ コンビニの多くはフランチャイズであるが、地方
法人課税における分割基準は、直営店のみで計算さ
れるため、東京都に多く配分されている。

○ コンビニは本社にフランチャイズ料を支払ってい
るため、本社以外の都道府県においては課税所得か
ら減算され、本社である東京都に課税所得が加算さ
れる。

○ インターネット販売額の伸び
が顕著。東京都のシェアには、
全国で購入されたものも含まれ
ている。

東京都シェア

41.2％

コンビニにおける
地方法人課税の分割基準

コンビニ
東京都
分割基準

Ａ社 22.1％

Ｂ社 21.7％

Ｃ社 23.9％

コンビニ店舗数の東京都シェア
（フランチャイズ含む）

0% 50% 100%

東京都 その他

13.4%

11.2%
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〇 東京都は、必要な行政コストに比べ、歳入があまりにも過大

であり、その乖離は他団体と比較して突出している。

○ 地方法人課税の偏在是正は、その税収を県内総生産の分布と

概ね合致させるよう導入されたが、直近ではまだ乖離がある。

○ 電子商取引の拡大等に伴う法人の事業活動の変化により、本

社が多く存在する東京都に税収が集中する傾向がある。

○ これらのことから、地方法人課税等において、さらなる偏在

是正を行う必要がある。

福岡県の意見
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